
（別紙様式４）

〒
（住所）
（電話）

〒
（住所）
（電話）

昼夜

3,660 単位時間 1,890 単位時間 120 単位時間 1,650 単位時間 0 単位時間 0 単位時間

年 単位 単位 単位 単位 単位 単位

80 人 5 人 人 0 % 0 %

人
人
人
人
％

■就職者に占める地元就職者の割合 (F/E)
％

■卒業者に占める就職者の割合 (E/C)
％
人

（令和 5

受審年月：

（Ａ：単位時間による算定）

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

（Ｂ：単位数による算定）

単位

単位

単位

単位

単位

単位

単位

人

人

人

人

人

人

人

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価： 無
※有の場合、例えば以下について任意記載

評価団体：
評価結果を掲載した
ホームページＵＲＬ

（うち企業等と連携したインターンシップの単位数）

教員の属性（専任
教員について記

入）

 ① 専修学校の専門課程を修了した後、学校等におい
てその担当する教育等に従事した者であって、当該専
門課程の修業年限と当該業務に従事した期間とを通算
して六年以上となる者

（専修学校設置基準第41条第1項第1号） 1

 ② 学士の学位を有する者等 （専修学校設置基準第41条第1項第2号） 3

 ③ 高等学校教諭等経験者 （専修学校設置基準第41条第1項第3号） 0

 計 4

上記①～⑤のうち、実務家教員（分野におけるおおむね５年以上の実務の経験を有し、かつ、
高度の実務の能力を有する者を想定）の数

2

 ④ 修士の学位又は専門職学位 （専修学校設置基準第41条第1項第4号） 0

 ⑤ その他 （専修学校設置基準第41条第1項第5号） 0

うち企業等と連携した演習の授業時数

うち企業等と連携した必修の演習の授業時数 120

総単位数 0

うち企業等と連携した実験・実習・実技の単位数

120

うち必修授業時数 120

うち企業等と連携した必修の実験・実習・実技の授業時数 120

情報サービス

うち企業等と連携した必修の実験・実習・実技の単位数

（うち企業等と連携したインターンシップの授業時数） 0

うち企業等と連携した必修の演習の単位数

当該学科の
ホームページ

URL
https://www.tbc-u.ac.jp/business/information-processing/

100
■進学者数 0
■その他

履歴書の書き方及び面接練習、就職模擬試験、就職斡旋

うち企業等と連携した演習の単位数

うち必修単位数

企業等と連携した
実習等の実施状況
（Ａ、Ｂいずれか

に記入）

総授業時数 3,660

うち企業等と連携した実験・実習・実技の授業時数 120

4 昼間 ※単位時間、単位いずれ
かに記入

生徒総定員 生徒実員(A) 留学生数（生徒実員の内数）(B) 留学生割合(B/A)

0

（令和5年度卒業生）

5
■地元就職者数 (F) 1
■就職率 (E/D)　　　　　　　　　　： 100

20

就職等の状況

■卒業者数 (C)　　　　　　　　： 5
■就職希望者数 (D)　　　　　： 5
■就職者数 (E)　　　　　　　　：

年度卒業者に関する令和６年５月１日時点の情報）

■主な就職先、業界等

学科の目的
プログラマーとしての基礎能力と、ＳＥとしての知識、技術、そして人間性を向上させることを目的とし、情報処理業界の中核となれる人材を養成する。技
術、人間性ともに即戦力となれる人材を養成する。

学科の特徴（取得
可能な資格、中退

率　等）

資格試験の学習を通して情報処理の知識およびコンピュータ言語の知識を学び、実習を通してコンピュータ言語の技術を学ぶ。
情報処理技術者試験（基本情報技術者・応用情報技術者・高度区分）

修業年限
全課程の修了に必要な総授業時数又は総

単位数
講義 演習 実習 実験 実技

工業専門課程
情報処理学科 高度ITエンジニア

（高度専門士）コース
平成19(2007)年度 平成19(2007)年度 平成26(2014)年度

分野 認定課程名 認定学科名 専門士認定年度 高度専門士認定年度 職業実践専門課程認定年度

中退率

令和6年9月30日

320-0811

028-622-8110
設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

学校法人ティビィシィ学院 昭和60年3月16日 齋藤　武士 栃木県宇都宮市大通り1-2-5
320-0811

028-622-8110

国際情報ビジネス専門学校 昭和60年3月16日 大森　義紀 栃木県宇都宮市大通り1-2-5

職業実践専門課程等の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地

工業



種別

①

③

－

－

－

（年間の開催数及び開催時期）

中根　健太 学科教員
令和6年4月1日～令和8年3月
31日（２年）

　※委員の種別の欄には、企業等委員の場合には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載するこ
と。
　（当該学校の教職員が学校側の委員として参画する場合、種別の欄は「－」を記載してください。）
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

年2回　（8月、2月）

（開催日時（実績））
第１回　令和6年2月24日　15：30～16：30
第２回　令和6年3月25日　15：30～16：30
0

竹之内　美穂 学科教員
令和6年4月1日～令和8年3月
31日（２年）

　 　
　

　 　
　

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課
程の編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本
方針
　専門性に関する動向や地域産業振興の方向性などについて意見交換を行うことで、より実践的な職業教育の質を確保
する事を目的とする。意見交換した内容をカリキュラム会議にて精査し、次年度以降の授業実施科目および授業内容の創
意工夫等に繋げていく。
（２）教育課程編成委員会等の位置付け
※教育課程の編成に関する意思決定の過程を明記

学生の就業先である情報処理業界で必要とされる技術動向、資質を育てるために必要な授業内容の意見を頂きカリキュラ
ムに反映する。

（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

鈴木　則之
一般社団法人栃木県情報サービス産業協会
人材育成委員長

令和6年4月1日～令和8年3月
31日（２年）

令和6年4月1日現在

金田　典幸 学科責任者
令和6年4月1日～令和8年3月
31日（２年）

名　前 所　　　属 任期

和氣　悟志 アップデート株式会社　代表取締役
令和6年4月1日～令和8年3月
31日（２年）

　 　
　

※カリキュラムの改善案や今後の検討課題等を具体的に明記。

教育課程編成委員会で出された意見については、学科会等で十分審議し、既存の授業で改善が可能なものはシラバスの
内容を見直すこととする。新たな授業科目として取り入れるべき内容のものに関しては、企業と連携をとりながら具体案を
検討し、カリキュラムの改善を図るよう取り組んでいる。また、業界動向を鑑みて将来的に必要となる知識等があれば、カリ
キュラムに反映できるか模索する。



科　目　名 連　携　企　業　等

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

普段の教養を中心とした授業と異なり、職場において必要な実践的知識・技能を身につける場を作る。学内で習得した基
本知識や技術を社会人としての要求レベルで確認させる。連携先企業等の担当者と学校担当者の間で、授業形態やシラ
バスの確認を行い、また評価項目に関しては、その内容とレベルを協議し確認している。実習・演習等の期間中は、どのよ
うな指導を学生が受け、どのように向上したのかを企業等の担当者から適宜、具体的な報告を受けている。また、その実
効性について企業側と学校側とで具体的な検討ができるよう体制を敷いている。

　

　 　

　 　

アップデート株式会社

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針
最近の社会情勢を踏まえ、現場で必要な知識・技術を具体的に身に付けさせるため、企業へのヒアリング等を通じて重要
項目や課題を抽出し、その結果にもとづいた決・改善内容を実習や演習内容に反映できるよう企業と連携しながら計画を
進める。また実習・演習等の実施後には企業及び学生からの報告を元に、その効果を検証しながら改善・改良を図る。
（２）実習・演習等における企業等との連携内容
※授業内容や方法、実習・演習等の実施、及び生徒の学修成果の評価における連携内容を明記

（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

　 　

　

企業連携の方法
５．その他※具体的な
連携方法を科目概要
欄に記述すること。

コンピュータ言語実習

科　目　概　要



研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

 対象：  

 

 連携企業等：  

 

②指導力の修得・向上のための研修等

面接では受け答え以外に、仕草や服装をチェックされる。それらも含めた準備の共通認識を教員が把握し
ておく。
 連携企業等：  

 対象：  

 

 連携企業等：  

 

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針
※研修等を教員に受講させることについて諸規程に定められていることを明記

（２）研修等の実績
①専攻分野における実務に関する研修等

企業での最新動向、求められるスキルを学び、カリキュラムに反映させる。

 連携企業等：  

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針
※研修等を教員に受講させることについて諸規程に定められていることを明記

教職員に対して、現在就いている職又は将来就くことが予想される職に係る職務の遂行に必要な知識又は技能等を修得
させ、その遂行に必要な教職員の能力及び資質等の向上を図ることを目的とする。専攻分野における実務に関する研修
や、指導力の修得・向上のための研修を教職員の業務経験や能力、担当する授業科目や授業以外の担当業務に応じて
実施し、より高度な職務を遂行するために必要な知識を修得させる。

企業研究 連携企業等： 株式会社アプリコットネットワーク

令和6年2月5日(月) 対象： 情報系教員

第一印象で決まる、就職活動に必要なスーツの着こなし
方

連携企業等： 青山商事株式会社

令和5年11月1日（木） 対象： 教員

対象：  

 

対象：  

 



研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

 

 対象：  

 

②指導力の修得・向上のための研修等

学校求人でなく、就職サイトを利用し、就職活動をする場合に担任や就職部は殿までかかわればよいの
かを学ぶ。
 連携企業等：  

 対象：  

 

 連携企業等：

IT業界の現在 連携企業等： コミスタ

2024年4月11日(木) 対象： 情報系教員

①専攻分野における実務に関する研修等
（３）研修等の計画

IT業界の最新の動向をわかりやすく説明。求められている人材像を学ぶ。

 連携企業等：  

 対象：  

 

 連携企業等：  

 対象：  

 

就職サイトと教員のかかわり方 連携企業等： 株式会社マイナビ

令和6年11月6日（木）（予定） 対象： 教員



種別
企業等役
員
企業等役
員
企業等役
員
企業等役
員
企業等役
員
企業等役
員
企業等役
員
企業等役
員

バップエンタープライズ有限会社 　代表
令和6年4月1日～令和8年3月
31日（２年）

高橋 英基 コミスタ　代表
令和6年4月1日～令和8年3月
31日（２年）

木内 裕祐 一般社団法人eスポーツとちぎ　代表理事
令和6年4月1日～令和8年3月
31日（２年）

寺本 拓也 ANSER.M.GAMING　代表
令和6年4月1日～令和8年3月
31日（２年）

村上 敏成

大橋 努 有限会社 大橋酒店　代表取締役
令和6年4月1日～令和8年3月
31日（２年）

野沢 恭久

和氣　悟志 アップデート株式会社　代表取締役
令和6年4月1日～令和8年3月
31日（２年）

鈴木 則之
一般社団法人栃木県情報サービス産業協会
人材育成委員長

令和6年4月1日～令和8年3月
31日（２年）

（６）教育環境
・各学科の教育目標、育成人材に向けて教育環境が整備・活用されて
いるか
・防災に対する体制は整備されているか

（７）学生の受入れ募集
・学生募集活動は、適正に行われているか
・学納金は妥当なものとなっているか

（８）財務

・中長期的に学校の財務基盤は安定しているか
・予算収支計画は有効かつ妥当なものとなっているか
・会計監査が適切におこなわれているか
・財務情報の公開の体制はできているか

（３）教育活動

各学科の教育目標、育成人材像に向け
　・カリキュラムの作成などの取り組みをしているか
　・実践的な職業教育が体系的に位置づけられているか
　・授業評価の実施・評価体制はあるか
　・要件を備えた教員は確保しているか
　・教員の指導力育成の取組がなされているか

（４）学修成果
・就職率の向上が図れているか
・資格取得率の向上が図られているか
・退学率の低減が図られているか

（５）学生支援
・各学科の教育目標、育成人材像に向けて入学前から卒業後まで学
生支援が整備され組織的に行われているか（在学時）（卒業後）
・上記以外を通じての学生支援

※（１０）及び（１１）については任意記載。

（１）教育理念・目標
・教育理念(建学の精神)・目的・目標、育成人材像を明文化され、学
生・保護者等に周知されているか
・学科等に対応する業界のニーズに向けて方向づけられているか

（２）学校運営 ・学校の管理・運営体制が確立しているかどうか

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表していること。
また、評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針
教育の質の向上につながる学校運営や教育活動の改善に関しては、短期的な計画を立て迅速に対応し、学生支援、教育
環境の改善など学生や保護者に対する満足度の向上につながる改善及び社会や地域への貢献に関しては、継続的な取
り組みができるよう体制を整える。地域のニーズに対応する学科の改編や新設及び財務の安定化に関しては、中長期的な
計画に基づき積極的な姿勢で臨む。
（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応

ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目

（３）学校関係者評価結果の活用状況
自己点検・評価結果をもとに、学校運営に関わる意見を様々な視点から広く聴取し、早期に改善を図るべき事項と中長期
に対処すべき事項を区別した上で、当校の教育の質を維持・向上させるために、具体的な学習環境や教育体制の整備計
画を立てて、実行していく。

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿

名　前 所　　　属 任期

（９）法令等の遵守
・各学科の教育目標、育成人材像に向けて自己点検・評価活動の実
施体制が確立して改革・改善を実施し、公開しているか

（１０）社会貢献・地域貢献 ・意図的・計画的・組織的に社会活動への取組みが推進されているか
（１１）国際交流

商工会議所中小企業相談所　所長兼経営支
援部長

令和6年4月1日～令和8年3月
31日（２年）



企業等役
員
企業等役
員
企業等役
員
企業等役
員
企業等役
員
企業等役
員

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期
（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））
URL： https://www.tbc-u.ac.jp/disclosure/
公表時期： 2024年9月15日

小田島 建夫 栃木県防衛協会　副会長
令和6年4月1日～令和8年3月
31日（２年）

森 雄二
北関東綜合警備保障株式会社　人事部副部
長

令和6年4月1日～令和8年3月
31日（２年）

吉川 成彰 株式会社国際ツーリストサロン
令和6年4月1日～令和8年3月
31日（２年）

緒方 秀徳 一般社団法人宇都宮観光コンベンション協会
令和6年4月1日～令和8年3月
31日（２年）

青柳 辰巳 栃木県介護福祉会
令和6年4月1日～令和8年3月
31日（２年）

齋藤 和孝 株式会社照和
令和6年4月1日～令和8年3月
31日（２年）



（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））
URL： https://www.tbc-u.ac.jp/disclosure/
公表時期： 2024年9月15日

（１１）その他 国際情報ビジネス専門学校 学則
※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）情報提供方法

（８）学校の財務 貸借対照表
（９）学校評価 学校関係者評価委員、自己評価・学校関係者評価結果
（１０）国際連携の状況 留学生入学規定

（５）様々な教育活動・教育環境 学校行事・学科行事
（６）学生の生活支援 学校行事・学科行事
（７）学生納付金・修学支援 学生納付金の取り扱い、修学支援

（２）各学科等の教育 入学者数、入学定員、在学総数、進級・卒業要件等 取得を目指す資格・検定等及び実績授業科目等の概要

（３）教職員 教職員名及び教職員数
（４）キャリア教育・実践的職業教育 キャリア教育への取組状況 実習実技等の取組状況

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針
企業等と密接かつ組織的連携体制を確保し、より質の高い教育を学生に提供することを目的として、企業等の学校関係者
に対して、学校の教育活動、その他学校運営の状況に関する情報を積極的に提供する。

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの項目 学校が設定する項目

（１）学校の概要、目標及び計画 建学の精神、教育目標及び計画、校長名所在地学院学校の沿革歴史

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況
に関する情報を提供していること。」関係
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1 ○
コンピュー
タ
概論Ⅰ

コンピュータのハードウェア・ソフトウェ
アの動作原理を学ぶ。

１
前

360 ○ ○ ○

2 ○
ア ル ゴ リ ズ
ム
入門Ⅰ

コンピュータ処理の手順、一般的なアルゴ
リズムを学ぶ。

１
後

360 ○ ○ ○

3 ○
ネ ッ ト ワ ー
ク
概論Ⅰ

ネットワークの基礎理論を学ぶ。
１
後

120 ○ ○ ○

4 ○ 就職実務
就職活動に必要な、履歴書の書き方を学
ぶ。面接指導を受ける。

１
後

30 ○ △ ○ ○

5 ○
コ ン ピ ュ ー
タ
概論Ⅱ

コンピュータのハードウェア・ソフトウェ
アの動作原理を学ぶ。

２
前

90 ○ ○ ○

6 ○
プ ロ グ ラ ミ
ン
グ基礎

プログラミングのための基礎知識を学ぶ。
２
前

90 ○ ○ ○

7 ○
ア ル ゴ リ ズ
ム
入門Ⅱ

コンピュータ処理の手順、一般的なアルゴ
リズムを学ぶ。

２
前

90 ○ ○ ○

8 ○
ネ ッ ト ワ ー
ク
概論Ⅱ

ネットワークの基礎理論を学ぶ。
２
前

90 ○ ○ ○

9 ○
コ ー ド 解 析
理
論

プロフラムコードを解析し、処理内容に随
伴したアルゴリズムを理解する。

２
通

180 ○ ○ ○

10 ○ 校外学習
自身でスケジュール作成し、行動する力を
養う。

２
後

60 ○ ○ ○

11 ○ 総合学習 社会人となるための基礎力を身に付ける。
２
後

30 ○ ○ ○

12 ○
コ ン ピ ュ ー
タ
言語実習

プログラミング言語を利用し、アルゴリズ
ムを学ぶ。

２
後

120 ○ ○ ○

13 ○
ソ フ ト ウ ェ
ア
制作

習得した言語、アルゴリズムを利用しソフ
トウェアを作成する。

２
後

180 ○ △ ○ ○ ○

14 ○
ネ ッ ト ワ ー
ク
概論Ⅲ

ネットワークの基礎理論を学ぶ。
３
前

180 ○ ○ ○

15 ○
ネ ッ ト ワ ー
ク
構築実習Ⅰ

実機を使用し、ネットワークの構造を学
ぶ。

３
前

180 △ ○ ○ ○

16 ○
コ ン ピ ュ ー
タ
言語実習Ⅱ

Java言語ノオブジェクト指向プログラミン
グのノウハウを学び、ワンランクうえの
Javaプログラミング検定合格を目指す。

３
前

180 ○ △ ○ ○

17 ○
サ ー バ 構 築
実
習Ⅰ

サーバ構築を実施、動作させる。
３
通

180 ○ ○ ○

授業科目等の概要

#REF!
分類

授業科目名 授業科目概要

配
当
年
次
・
学
期

授
　
業
　
時
　
数

単
 
位
 
数

授業方法 場所 教員
企
業
等
と
の
連
携



18 ○
ソ リ ュ ー
ショ
ン研究

Javaを利用したオブジェクト指向プログラ
ミング実習を実施する。

３
後

180 ○ ○ ○

19 ○ 就職実務Ⅱ
就職活動に必要な、履歴書の書き方を学
ぶ。面接指導を受ける。

３
通

30 ○ △ ○ ○

20 ○
ネ ッ ト ワ ー
ク 構 築 実 習
Ⅱ

実機を使用し、ネットワークの構造を学
ぶ。

４
前

## △ ○ ○ ○

21 ○
サ ー バ 構 築
実習Ⅱ

サーバ構築を実施、動作させる。
４
通

180 ○ ○ ○

22 ○
セ キ ュ リ
テ ィ 構 築 実
習

セキュリティ実装の基礎を学ぶ。
4
前

180 ○ ○ ○

23 ○ RDB構築実習 データベースシステム構築を学ぶ。
4
前

180 △ ○ ○ ○

24 ○
シ ス テ ム イ
ン テ グ レ ー
ション

知識を技術を統合する技術を実習する。
4
後

210 △ ○ ○ ○

24

期

週

合計 科目 3660 単位（単位時間）

卒業要件及び履修方法 授業期間等

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

前後

15

卒業要件：
基準検定取得・科目ごとの総合評価がすべてC以上・科目出課率70%
以上・学費及び補助活動費が納入済

履修方法： 授業科目を定められた年次に履修（学年ごとに1年ずつ留年可能）

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

１学年の学期区分

１学期の授業期間

（留意事項）


